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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 

 １ 教育に関する目標を達成するための措置 

 （１）教育内容及び教育の成果等に関する目標を達成するための措置 

○学生の到達すべき学習成果に関する目標の明確化とその達成に向けた教育課程の編成･実施に関

する具体的方策 

 ①学士課程共通の学習成果(学士力)を策定するとともに、学士力の要素及び評価方法等からなる

｢学士力マップ｣を作成・公表する。さらに、学士力を踏まえ、学士課程における学位授与の方

針(ディプロマ・ポリシー)の素案を策定する。 

②学士力の達成に向けた、体系的な教育課程編成・実施の方針(カリキュラム・ポリシー)の素案

を策定する。 

③教養教育再構築に向けて、外国語及び総合科目を改革し、新カリキュラムを導入する。 

 

○大学院における教育目標の明確化とその達成に向けた教育課程の編成・実施に関する具体的方策 

①｢筑波スタンダード(大学院版)｣の全学版を策定・公表するとともに、研究科版等を策定するた

めの全学の方針を決定する。 

②｢大学院共通科目｣について、教育プログラムや新たな学位プログラム等への対応を検討すると

ともに、運営・支援体制等を明確化する。 

③海外の大学との連携を含むデュアル・ディグリープログラム等を拡充する。 

 

   ○入学者受入れの方針の明確化とこれに応じた入学者選抜の工夫に関する具体的方策 

①学士課程における入学者受入の方針(アドミッション・ポリシー)及び入学者選抜内容の見直し

を行う。 

②大学院課程における入学者受入の方針(アドミッション・ポリシー)の見直しに資するべく、各

研究科・専攻における人材育成の基本方針を社会的要請等との整合性の観点から調査・検討し、

基礎資料を作成する。 

③入試に関する広報・マネジメント機能をさらに強化するとともに、入試問題作成のチェックに

万全を期すため、チェック機能強化のための具体案を策定する。 

 

   ○成績評価の実質化・厳格化に関する具体的方策 

    ①全学レベルでの学習目標・学習計画・成績評価基準を検討し、基本方針を策定する。 

②学士課程におけるＧＰＡあるいはそれに類する客観的評価指標について、導入に際しての課題

を抽出する。 

 

   ○大学院における学位の質保証に関する具体的方策 

     博士学位の質保証のため、学位審査基準等の実証を行う。 

 

 （２）教育の実施体制等に関する目標を達成するための措置 

○総合的な教育企画・実施機能の充実と評価・改善機能の強化に関する具体的方策 

①教育イニシアティブ機構、教育企画室、教養教育機構等における支援機能を充実するため、こ

れら組織の体制整備を行う。 

②教育の質を向上させるための優れた教育プログラム等に対する支援策を策定・公表する。 

③全学や各教育組織のＦＤ活動における総合的な取り組み項目等の見直しとその効果の検証を 

行う。 

 

○教育の質の向上に資する環境整備に関する具体的方策 

 ①e-Learning 推進のための全学的なグランドデザイン等を策定し、授業コンテンツ制作を支援・

促進する。 

 ②学期制見直しの基本方針に基づき、新たな学期制運用のガイドラインを策定する。 
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 （３）学生への支援に関する目標を達成するための措置 

   ○学習相談･助言･支援の組織的対応に関する具体的方策 

    ①学生相談の増加と多様化に対応し、スチューデントプラザにおける総合相談窓口を充実するた

めに、カウンセラーの増員及び相談時間の延長等を行う。 

    ②新たな経済支援制度を設計するとともに、制度運用の基盤となる新たなデータベースの仕様を

策定する。 

    ③平成２３年３月に発生した東日本大震災により授業料等の納付が困難となった学生に対し、経

済的理由により修学を断念することがないよう、授業料免除等の経済的支援に関する制度の充

実を図る。 
 

  ○快適で安全な学生生活環境の創出に関する具体的方策 

     学生宿舎のあり方等に関する具体的な方策、及び学内食堂、研修所等の具体的な運用改善計画

等を策定する。 
 

   ○キャリア･就職支援の拡充に関する具体的方策 

     キャリアカウンセラー等の有資格者及び卒業生等による就職・キャリア相談体制をさらに充実

させる。 

また、博士後期課程学生及び留学生を対象としたキャリア支援プログラムについて、前年度実

施したプログラムの見直しを行うとともに新たな取組を展開する。 
 

 ２ 研究に関する目標を達成するための措置 

 （１）研究水準及び研究の成果等に関する目標を達成するための措置 

   ○国際的に卓越した水準の研究の達成に関する具体的方策 

    ①新たに連携推進組織を立ち上げて筑波研究学園都市の諸機関等との研究連携策を推進する。 

    ②学長のリーダーシップの下、国際的に高い成果が期待される分野などの研究を重点的に実施す

る。 

    ③国内外の研究機関、産業界及び産学連携協定を締結している金融機関等との産学官金連携によ

り、社会的課題に取り組む研究や本学の研究成果の活用を積極的に推進する。 
 

   ○研究水準・成果の国際的視点からの検証と質的向上に関する具体的方策 

     研究水準・成果を国際的な水準の観点から検証するためのシステムを整備する上で重要な要素

となる研究成果の見える化を推進する。 
 

 （２）研究実施体制等に関する目標を達成するための措置 

   ○研究企画機能の整備と研究支援の具体的な方策 

    ①研究に関わる企画・運営組織を充実強化するとともに、研究グループの形成を支援・促進する。 

    ②研究支援システムの最適化を推進・強化するために、重点及び戦略的経費で実施するプログラ

ムを多様化する。 

③研究戦略イニシアティブを軸とする研究推進機能を活用し、研究科やセンターにおける優れた

研究企画に対する重点的支援を実施する。 

    ④研究センター及び研究支援センターが選択する機能別分類、並びに活動実績や将来計画に基づ

き評価を実施する。各センターに評価結果をフィードバックし、改善活動に結びつけるととも

に、必要に応じて見直しを行う。 
 

   ○研究に必要な設備等の整備に関する具体的方策 

     設備の整備に関する調査による現状把握に基づき、設備の整備・更新案を作成し、実施する。 
 

   ○共同利用・共同研究等に関する具体的方策 

     共同利用・共同研究拠点形成強化事業による重点的支援等により、共同利用・共同研究拠点の

強化を図り、国際研究拠点化に向けた活動を支援する。 
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 ３ その他の目標を達成するための措置 

 （１）社会との連携や社会貢献に関する目標を達成するための措置 

   ○社会等との連携・協力、社会サービス等に関する具体的方策 

    ①産学連携本部機能強化のための検討を行い、体制整備を実施するとともに、技術移転マネージ

ャー等を積極的に活用し、産業界への技術移転を積極的に行う。また、産学連携の底辺拡大の

一つとして、研究学園都市内研究機関等の産学連携担当者を対象に研修会等を開催する。 

    ②東京キャンパスの有効活用等も含め、自治体や教育研究機関と連携しつつ、教育社会連携事業

を実施するとともに、公開講座の拡充方策(原案)を策定する。 

 

   ○筑波研究学園都市における連携促進に関する具体的方策 

    ①22 年度に行った連携大学院制度の実施状況の検証を踏まえ、具体的な改善方策を策定する。 

②教育研究の高度化や社会的課題の解決に向けた先端的モデルを構築すべく、研究機関、企業等

との連携活動を拡大する。環境面では、CO2排出削減に向けて、ロードマップに基づき、つくば

３Ｅフォーラム委員会における各タスクフォースの活動を推進する。 

 

 （２）国際化に関する目標を達成するための措置 

   ○国際的に卓越した教育研究の促進に資する国際戦略の構築・実行に関する具体的方策 

     重点連携先の大学・機関との連携に係る方針を決定するとともに、連携状況についてモニタリ

ングを実施する。 

 

   ○留学生交流と研究者交流の拡充による国際的な人材交流の推進に関する具体的方策 

    ①英語のみで学位が取得できるコースを拡充する。 

    ②交流協定の拡大や奨学金・情報提供の充実等により、留学生や派遣学生を増加させる。 

③各研究科が行う学術交流・人材交流プログラムを支援(財政面を含む。)して、海外から著名な

研究者の招へいを活発化する。 

 

 （３）附属病院に関する目標を達成するための措置 

   ○優れた医療人養成に関する具体的方策 

     各地域に整備した教育センターの教育の質向上及び地域医療への貢献度の検証を行うとともに、

センター教員の大学における教育・臨床研究へのコミットを推進する。 

 

   ○先端的医療の導入による新たな治療法の開発に関する具体的方策 

     つくば臨床検査教育・研究センターにおいて、高精度なデータの早期還元、センター機能を活

用した実践的教育及び臨床検査技師の生涯教育の拠点形成を行うとともに、同センターの整備に

伴う各種効果の検証を実施する。 

 

   ○安心・安全の確保と質の高い医療サービスの提供に関する具体的方策 

     先端医療分野の整備・高度化等の実現に向けて新病棟の建設を継続する。 

 

   ○持続発展可能な病院運営に関する具体的方策 

医療機能の分化を推進するため、病院経営の範囲内で、メディカルスタッフの増員を行い、医

師・看護師が本来業務に専念できる環境を整備する。 

 

 （４）附属学校に関する目標を達成するための措置 

   ○大学と附属学校との連携に関する具体的方策 

     大学と附属学校との教育研究の連携を強化するとともに、指導教員を中心とした｢附属学校教育

局プロジェクト研究｣を推進する。 

 

   ○初等・中等教育の教育拠点形成に関する具体的方策 

先導的教育拠点、教師教育拠点、国際教育拠点の形成を目指し、附属学校の新しい実験モデル
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の具体案を構想する。 

 

   ○特別支援教育の総合的支援体制の充実に関する具体的方策 

     大学との連携の下に特別支援教育における超早期(０才児～２才児)段階における知的・重複・

発達障害児に対する先駆的な教育研究を推進する。 

 

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

 １ 組織運営の改善に関する目標を達成するための措置  

   ○教育研究組織の編制・見直しに関する具体的方策 

①基本方針に基づき、大学院課程及び学士課程における入学定員あるいは組織の見直しを順次実

施する。 

②｢教育研究体制の在り方検討委員会｣の答申に基づき、新教育研究体制の本格稼働に向けた準備

を行う。 
 

   ○柔軟で多様な人事制度の構築と優れた教職員の確保・育成に関する具体的方策 

    ①サバティカル制度の試行の基本方針に基づき、希望する研究科でサバティカル制度を試行する。 

    ②複線型人事の一環として、専門職スタッフの配置が適切な部署及びその担当業務について原案

を策定する。 

③現況の検証結果に基づき、若手・女性・外国人に配慮した多様な人員構成の実現を図る方針を

策定する。 
 

   ○職員の人材開発・人材育成に関する具体的方策 

     職員の自己啓発の充実の方策として、職務に有用な資格取得、講習受講等への支援を実施する。 
 

   ○男女共同参画社会実現に関する具体的方策 

     男女共同参画に係る意識改革に向けた研修プログラムを引き続き実施する。 
 

   ○学長のリーダーシップの下で、大学運営のガバナンス体制を確立するための具体的方策 

①新たに策定した｢筑波大学組織評価指針｣により、22 年度を対象とした年度活動評価を実施し、

評価結果を大学・組織の運営にフィードバックする。 

②本部と部局の機能・責任分担関係の明確化を検討し、名義者・専決・決裁階層見直し案を策定

する。 

③経営協議会における意見・助言を活かし、大学運営に適切にフィードバックするシステムを運

用する。 

 

 ２ 事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置  

   ○事務組織の機能・編制の見直しに関する具体的方策 

     業務改善のタスクチームにおいてセグメント毎の業務量調査を実施する。 

 

   ○業務改善と情報基盤に関する具体的方策 

学務・人事・財務会計等の各業務システムについて、業務分析に基づき、計画的に更新・高度

化を行う。 

  

３ 省エネルギー・環境保全に関する目標を達成するための措置 

   ○省エネルギー・環境保全に関する具体的方策 

省エネルギー化を推進するため、太陽光発電の設置計画に基づき中地区に 60ＫＷ程度の設備を

導入するとともに、エネルギー使用の見える化や省エネ機器の更新を推進する。 
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Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 

 １ 外部研究資金、寄附金その他の自己収入の増加に関する目標を達成するための措置 

   ○競争的資金等の公募型教育研究資金の増加に関する具体的方策 

     競争的資金獲得へのインセンティブを高める資源配分システムを整備する。 

 

   ○企業等からの受託研究、共同研究の増加に関する具体的方策 

     研究シーズ収集・収録システムを充実させるとともに、展示会・交流会等を活用し本学の研究

成果の積極的なＰＲを行う。 

 

   ○大学の多様な活動を支える基金の整備・運用に関する具体的方策 

     基金の規模拡大を目指し、卒業生や地域との情報交流を充実させる。 

 

 ２ 経費の抑制に関する目標を達成するための措置  

 （１）人件費の削減に関する目標を達成するための措置 

   ○総人件費改革の実行計画を踏まえた人件費削減に関する具体的方策 

     23 年度人件費削減目標(18 年度からの 6年間において 6％以上)を確実に達成する。 

 

 （２）人件費以外の経費の削減に関する目標を達成するための措置 

   ○経費の効率的使用に関する具体的方策 

     スケールメリットを活かした調達方法による購買を試行し、その効果等を検証の上、運用を開

始する。 

 

 ３ 資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置 

   ○土地、施設・設備等の効率的・効果的な運用管理に関する具体的方策 

効率的・効果的な資産の活用を図るため、土地、施設の使用状況を点検(特につくば地区以外の

使用状況)するとともに、代沢寮敷地を処分する。また、周辺の関係機関の動向を踏まえつつ、職

員宿舎等の活用処分計画を策定する。 

 

Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するためにとるべき措置 

 １ 評価の充実に関する目標を達成するための措置 

   ○第三者評価と連動した自己点検・評価システムに関する具体的方策 

     年度重点施策方式により自己点検・評価を実施し、評価のプロセスと結果を大学・組織の運営

にフィードバックする。 

 

 ２ 情報公開や情報発信等の推進に関する目標を達成するための措置 

   ○最先端の知識情報基盤と情報システムの整備・運用に関する具体的方策 

     中央図書館に学習図書館的機能を拡充するため、ラーニング・コモンズ(学生の自発的な学習活

動を支援する知識創造型エリア)実現に必要な人的資源を配し、試行運用を開始するとともに、利

用環境の整備を行う。 

 

   ○大学情報の積極的な発信・提供に関する具体的方策 

     広報活動のターゲットを学生の保護者及び卒業生として、確立したブランド(コンセプト、アイ

デンティティ、スローガン)に基づき広報活動を展開するとともに、教育・研究情報を社会に分か

り易く発信する。 
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Ⅴ その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置 

 １ 施設設備の整備・活用等に関する目標を達成するための措置 

   ○国際化に対応した施設・設備の整備充実に関する具体的方策 

最先端研究・国際化・情報化に対応するため、改定した施設マスタープランに基づき、学内予

算及びその他の多様な財源による施設の整備に着手する。また、ＰＦＩ事業として生命科学動物

資源センター整備事業と附属病院再開発事業の新棟建設を着実に実施する。 

 

   ○スペースの流動化・共用化に関する具体的方策 

①研究室・実験室等の使用状況及び利用率等の実態に基づき、施設の利用率を向上させるための

基本構想を策定する。 

②戦略的な施設活用方法を検討・実施するため、研究室等の使用状況の実態に基づき、柔軟な施

設配分が可能となる基本構想を策定する。 

 

   ○学生宿舎等学生生活関連施設の整備に関する具体的方策 

学生宿舎整備計画に基づき整備・改修を実施するとともに、日々の学生生活に直結する設備の

改善を進める。 

 

 ２ 安全管理に関する目標を達成するための措置 

   ○安全管理・事故防止に関する具体的方策 

     職場巡視の強化を図るとともに、安全衛生マニュアルの再点検を実施する。また、22 年度に作

成したテキスト｢安全衛生と化学物質｣を活用し安全衛生教育を行うとともに、同テキストの内容

の分析・改訂を実施する。 

 

   ○危機管理に関する具体的方策 

大規模複合災害対策を含む観点から、現行の危機対応体制・システムと危機管理基本マニュア

ルの再点検及びそれに基づく発生時の対応訓練を行うとともに、講演会等による啓発活動を実施

する。 

 

   ○情報セキュリティの向上に関する具体的方策 

     統一認証システムの更新など大学共通の認証基盤を整備・充実する。 

 

 ３ 法令遵守に関する目標を達成するための措置  

   ○法令遵守意識の向上に関する具体的方策 

22 年度に策定した基本方針を踏まえて、コンプライアンス研修及びハラスメント防止研修を実

施する。 

 

   ○内部牽制体制の確立に関する具体的方策 

     業務プロセス再編成を行う過程で重要事項に関するダブルチェック体制を確立する。 

 

   ○監査業務の充実に関する具体的方策 

     改善を要する事項に対する具体的な指摘と、指摘に対する改善状況の確認が行える体制(フィー

ドバックシステム)を一層強化する。 
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Ⅵ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

別紙参照 
 
Ⅶ 短期借入金の限度額 

○ 短期借入金の限度額 

１ 短期借入金の限度額 

１０８億円 

 

   ２ 想定される理由 

     運営費交付金の受け入れ遅延及び事故の発生等により緊急に必要となる対策費として借り入れ

ることが想定されるため。 

 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

○ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

・代沢寮の土地及び建物（東京都世田谷区代沢一丁目９２番１０）を譲渡する。 
 

Ⅸ 剰余金の使途 

○ 決算において剰余金が発生した場合は、 

   ・教育研究の質の向上及び組織運営の改善に充てる。 

 
Ⅹ その他 

１ 施設・設備に関する計画 

施設・設備の内容 予定額（百万円） 財  源 

 

・耐震･エコ再生 校舎 
・総合研究棟耐震改修（情報学系） 
・生命科学動物資源センター 
 施設整備等事業（ＰＦＩ） 
・小規模改修 

・災害復旧工事 

 

 

総額 

    ６，９７０ 

 

施設整備費補助金（６，７９５）

 

国立大学財務・経営センター 

施設費交付金    （１７５）

 

 

『｢施設整備費補助金｣のうち、平成２３年度当初予算額２５２百万円、前年度よりの繰越額 

３，４２８百万円』 

 

（注）金額については見込みであり、中期目標を達成するために必要な業務の実施状況等を勘案した

施設･設備の整備や老朽度合い等を勘案した施設･設備の改修等が追加されることもある。  

 

 ２ 人事に関する計画 

（１）若手研究者に競争的環境の中で自立性と活躍の機会を与える仕組みの導入を図る。 

（２）大学教員のサバティカル制度の試行を引き続き今年度末まで実施し、これを踏まえて本格導入を

目指す。 

（３）若手・女性・外国人に配慮した多様な人員構成の実現を進めるため、現状の検証結果に基づきバ

ランスのとれた人員構成を促進するための方針を策定する。 

特に、女性教員については、引き続き男女共同参画推進室を活用し、女性教員比率拡大の施策を

計画的に推進する。 

 （４）他の国立大学法人等との職員の人事交流を行い、優秀な人材を確保・育成する。 

（５）専門職スタッフの具体的な業務及び配置部署等について学内各組織と調整を行い、実施可能な業
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務及び配置部署等の原案を作成する。 

（６）平成１８年度からの６年間において６％以上の人件費削減を確実に達成する。 

（７）職員の能力育成機会の充実を図るとともに、職員の自己啓発の充実の方策として、職務に有用な

資格取得、講習受講等への支援を実施する。また、男女共同参画に係る意識改革のための研修プロ

グラムを引き続き実施する。 

 

（参考１） 平成２３年度の常勤職員見込数 ３，６３３人 

        また、任期付職員の見込みを４４４人とする。 

（参考２） 平成２３年度の人件費総額見込み ３９，９７３百万円 

 
３ 災害復旧に関する計画 

   平成２３年３月に発生した東日本大震災により被災した施設・設備の復旧整備をすみやかに行う。
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（別 紙）予算、収支計画及び資金計画 
 

１．予 算  

 

平成２３年度 予算 
（単位：百万円） 

区  分 金  額 

 
収入 
 運営費交付金 
  うち補正予算による追加 
 施設整備費補助金 
  うち補正予算による追加 
 船舶建造費補助金 
 補助金等収入 
 国立大学財務・経営センター施設費交付金 
 自己収入 
  授業料、入学金及び検定料収入 
  附属病院収入 
  財産処分収入 
  雑収入 
 産学連携等研究収入及び寄附金収入等 
 引当金取崩 
 長期借入金収入 
 貸付回収金 
 承継剰余金 
 前中期目標期間繰越積立金取崩 
 

計 
 

４６，８９３
２，３４１
６，７９５
３，１１５

０
２，３３５

１７５
３２，２２９
９，６９８

２１，０２５
２９０

１，２１６
６，６２６

３５１
０
０
０

８５６

９６，２６０

 
支出 
 業務費 
  教育研究経費 
   うち設備災害復旧事業 
  診療経費 
   うち設備災害復旧事業 
 施設整備費 
   うち施設災害復旧事業 
 船舶建造費 
 補助金等 
 産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 
 貸付金 
 長期借入金償還金 
 国立大学財務・経営センター施設費納付金 
 

計 
 

７４，７２０
５３，１０４
２，２４５

２１，６１６
１５

６，９７０
３，１１５

０
２，３３５
６，６２６

０
５，４６４

１４５

９６，２６０

 
 



10 

  ※ 運営費交付金収入及び施設整備費補助金収入には、平成２３年度補正予算（第１号及び第３号）

により措置された東日本大震災により被災した施設、設備に係る災害復旧事業（うち施設分３，１

１５百万円、設備分２，２６０百万円）及び被災した学生等に係る授業料等免除事業（８１百万円）

が含まれている。 

    また、授業料、入学金及び検定料収入の変更は、東日本大震災により被災した学生等に対する授

業料等免除の実施に伴うものである。 

 

［人件費の見積り］ 

期間中総額 ３９，９７３百万円を支出する。（退職手当は除く。） 

（うち、総人件費改革に係る削減の対象となる人件費総額２８，４７５百万円） 

注）退職手当については、国立大学法人筑波大学退職手当規程に基づいて支給することとする。 

注）｢運営費交付金｣のうち、平成２３年度当初予算額４２，４６２百万円、前年度よりの繰越額のうち

使用見込額２，０９０百万円。 

注）｢施設整備費補助金｣のうち、平成２３年度当初予算額２５２百万円、前年度よりの繰越額 

３，４２８百万円。 

注）施設整備費補助金、国立大学財務・経営センター施設費交付金は、｢施設・設備に関する計画｣に記

載した額を計上している。 

注）産学連携等研究経費及び寄附金事業費等は、産学連携等研究収入及び寄附金収入等により行われる

事業経費を計上している。 

注）長期借入金償還金については、償還計画に基づく所要額を計上している。 

注）｢産学連携等研究収入及び寄附金収入等｣のうち、前年度よりの繰越額からの使用見込額２，９７５

百万円。 
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２．収支計画  

 

平成２３年度 収支計画 
（単位：百万円） 

区  分 金  額 

 
費用の部 
  経常費用 
   業務費 
    教育研究経費 
     うち設備災害復旧事業 
     うち授業料等免除事業 
    診療経費 
     うち設備災害復旧事業 
    受託研究経費等 
    役員人件費 
    教員人件費 
    職員人件費 
   一般管理費 
   財務費用 
   雑損 
   減価償却費 
  臨時損失 
 
収益の部 
  経常収益 
   運営費交付金収益 
    うち補正予算による追加 
   授業料収益 
   入学金収益 
   検定料収益 
   附属病院収益 
   受託研究等収益 
   補助金等収益 
   寄附金収益 
   財務収益 
   雑益 
   資産見返運営費交付金等戻入 
   資産見返補助金等戻入 
   資産見返寄附金戻入 
   資産見返物品受贈額戻入 
  臨時利益 
 
純利益 
目的積立金取崩益 
総利益 
 

８２，９８４
７４，４５４
１５，５７２

７０３
８１

１１，７８８
１５

３，６６４
１６３

２５，５４０
１７，７２７
２，６７８

９０２
０

４，９５０
０

８２，９９８
３９，５１７

７９９
８，７２６
１，３５６

３１６
２１，０２５
４，２８８
１，９０８
１，４６３

５８
１，９３７
１，１３８

６０３
６３９
２４
０

１４
０

１４
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 ※ 運営費交付金収益には、平成２３年度補正予算（第１号及び第３号）により措置された東日本大

震災により被災した設備に係る災害復旧事業（７１８百万円）及び被災した学生等に係る授業料等

免除事業（８１百万円）が含まれている。 

 

注）総利益(１４百万円)の要因は、附属病院に関する借入金元金償還額及び固定資産の取得見込額と減

価償却費の差額(△５百万円)、リース債務元本と減価償却費の差額(１９百万円)によるもの。(大学分

△８百万円、附属病院２２百万円） 

注）受託研究経費等は、受託事業費、共同研究費及び共同事業費を含む。 

注）受託研究等収益は、受託事業収益、共同研究収益及び共同事業収益を含む。 
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３．資金計画  

 

平成２３年度 資金計画 
（単位：百万円） 

区  分 金  額 

 
資金支出 
  業務活動による支出 
   うち設備災害復旧事業 
  投資活動による支出 
   うち施設災害復旧事業 
   うち設備災害復旧事業 
  財務活動による支出 
  翌年度への繰越金 
 
資金収入 
  業務活動による収入 
   運営費交付金による収入 
    うち補正予算による追加 
   授業料・入学金及び検定料による収入 
   附属病院収入 
   受託研究等収入 
   補助金等収入 
   寄附金収入 
その他の収入 
  投資活動による収入 
   施設費による収入 
    うち補正予算による追加 
   その他の収入 
  財務活動による収入 
  前年度よりの繰越金 
 

１００，５４３
７７，４４０

７１８
１２，６５０
３，１１５
１，５４２
５，７４９
４，７０４

１００，５４３
８５，７０３
４４，８０３
２，３４１
９，６９８

２１，０２５
４，２８８
２，３３５
１，５５８
１，９９６
７，２６０
６，９７０
３，１１５

２９０
０

７，５８０

 

  ※ 資金収入には、平成２３年度補正予算（第１号及び第３号）により措置された東日本大震災によ

り被災した施設、設備に係る災害復旧事業（うち施設分３，１１５百万円、設備分２，２６０百万

円）及び被災した学生等に係る授業料等免除事業（８１百万円）が含まれている。 

    また、授業料・入学金及び検定料による収入の変更は、東日本大震災により被災した学生等に対

する授業料等免除の実施に伴うものである。 

 

注）施設費による収入には、独立行政法人国立大学財務・経営センターにおける施設費交付事業に係る

交付金を含む。 
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年度計画 別表  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学 

 

 

 

 

群 

 
人文・文化学群 
 
 
 
社会・国際学群 
 
 
人間学群 
 
 
 
生命環境学群 
 
 
 
理工学群 
 
 
 
 
 
 
情報学群 
 
 
 
医学群 
 
 
 
 
体育専門学群 
 
芸術専門学群 
 

 
人文学類         ４８０人 

  比較文化学類       ３２０人 
  日本語・日本文化学類   １６０人 
   
  社会学類         ３４０人 
 国際総合学類           ３２０人 
     
 教育学類                １４０人 
  心理学類                ２００人 
  障害科学類                １４０人 
    
 生物学類         ３２０人 
 生物資源学類       ５００人 
 地球学類         ２００人 
 
 数学類          １６０人 
 物理学類         ２４０人 
 化学類          ２００人 
 応用理工学類       ５００人 
 工学システム学類     ５２０人 
 社会工学類        ４８０人 
 
 情報科学類        ３４０人 
 情報メディア創成学類   ２２０人 
  知識情報・図書館学類   ４２０人 
 
  医学類                   ６２６人 
                       （うち医師養成に係る分野 ６２６人）
  看護学類          ３００人 
 医療科学類              １５４人 
                                
              ９６０人 
                               
                            ４００人 
 

 

 

 

 

 

大 

 

学 

 

院 

 

 

 

 

 
人文社会科学研究科 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
  哲学・思想専攻              ３０人（５年一貫課程） 
  歴史・人類学専攻            ６２人（５年一貫課程） 
  文芸・言語専攻            １００人（５年一貫課程） 
 現代語･現代文化専攻     ４４人 
                                うち前期課程  ２０人 
                    後期課程  ２４人 
 国際公共政策専攻      ６０人 
                 うち前期課程   ３０人 
                    後期課程  ３０人 
 経済学専攻         ３３人 
                 うち前期課程   １８人 
                   後期課程  １５人 
  法学専攻          ２９人 
                   うち前期課程  １４人 
                   後期課程  １５人 
 国際地域研究専攻      ９０人（前期課程）    
 国際日本研究専攻      ２７人（後期課程） 
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大 

 

 

学 

 

 

院 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
ビジネス科学研究科 
 
 
 
 
 
数理物質科学研究科 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
システム情報工学研究科 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
生命環境科学研究科 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
経営システム科学専攻    ６０人（前期課程） 

  企業法学専攻                ６０人（前期課程） 
 企業科学専攻                ６９人（後期課程） 
 法曹専攻         １１２人（専門職学位課程） 
 国際経営ﾌﾟﾛﾌｪｯｼｮﾅﾙ専攻   ６０人（専門職学位課程） 
 
 数学専攻                    ８４人 
                                  うち前期課程  ４８人 
                   後期課程  ３６人 
  物理学専攻                １４０人 
                                  うち前期課程  ８０人 
                   後期課程  ６０人 
  化学専攻                  １１６人 
                                  うち前期課程  ６８人 
                   後期課程  ４８人 
  物質創成先端科学専攻      １３１人 
                                うち前期課程  ７６人 
                   後期課程  ５５人 
  電子・物理工学専攻        １４８人 
                                  うち前期課程 １００人 
                   後期課程  ４８人 
 物性・分子工学専攻        １４７人 
                                  うち前期課程 １０８人 
                   後期課程  ３９人 
 物質・材料工学専攻          ２７人（後期課程） 
 
 社会システム工学専攻      １１０人（前期課程）   
 経営・政策科学専攻        １０６人（前期課程） 
 社会ｼｽﾃﾑ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ専攻        ７８人（後期課程） 
  リスク工学専攻             ９６人 
                                  うち前期課程  ６０人 
                   後期課程  ３６人 
  ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｻｲｴﾝｽ専攻          ２８０人 
                                  うち前期課程 １９６人 
                   後期課程    ８４人 
  知能機能システム専攻      ２１６人   
                                 うち前期課程 １４４人 
                   後期課程    ７２人 
  構造エネルギー工学専攻    １８４人 
                                  うち前期課程 １３６人 
                   後期課程    ４８人 
 
地球科学専攻        ７８人（前期課程） 

 生物科学専攻                ９８人（前期課程） 
 生物資源科学専攻          ２１２人（前期課程） 
 環境科学専攻       １６８人（前期課程） 
 地球環境科学専攻         ３３人（後期課程） 
  地球進化科学専攻         ２４人（後期課程） 
 生物科学専攻        ２６人（後期課程） 
  構造生物科学専攻           １８人（後期課程） 
 情報生物科学専攻            ３４人（後期課程） 
  生命共存科学専攻       １０５人（５年一貫課程） 
  国際地縁技術開発科学専攻  ６６人（後期課程） 
  生物圏資源科学専攻          ６０人（後期課程）     
  生物機能科学専攻            ６３人（後期課程）     
 生命産業科学専攻      ３６人（後期課程） 
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大 

 

 

学 

 

 

院 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
人間総合科学研究科 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図書館情報メディア研究科 
 
 
 
教育研究科 
 
 

 持続環境学専攻       ３６人（後期課程） 
 先端農業技術科学専攻    １８人（後期課程） 
 
フロンティア医科学専攻  １００人（修士課程） 

 看護科学専攻        ５４人 
                                  うち前期課程  ３０人 
                                      後期課程  ２４人 
 ｽﾎﾟｰﾂ健康ｼｽﾃﾑ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ専攻  ４８人（修士課程） 
  教育学専攻                  ３６人（前期課程） 
 教育基礎学専攻       ２４人（後期課程） 
  学校教育学専攻              １８人（後期課程） 
 心理専攻          ３２人（前期課程） 
  心理学専攻                  １８人（後期課程） 
  障害科学専攻                ７０人 
                 うち前期課程  ４０人 
                   後期課程  ３０人 
 生涯発達専攻        ９２人（前期課程） 
  生涯発達科学専攻      １８人（後期課程） 
  ﾋｭｰﾏﾝ･ｹｱ科学専攻            ５４人（後期課程） 
  感性認知脳科学専攻          ５８人 
                                 うち前期課程  ２８人 
                     後期課程   ３０人 
  スポーツ医学専攻            ３６人（後期課程） 
 体育学専攻         ２４０人（前期課程） 
 体育科学専攻        ４５人（後期課程） 
 生命システム医学専攻   １１２人（医学の課程） 
 疾患制御医学専攻     １３６人（医学の課程） 
 コーチング学専攻      １８人（後期課程） 
  芸術専攻                  １５０人 
                   うち前期課程 １２０人 
                   後期課程  ３０人 
  世界遺産専攻        ３０人（前期課程） 
 世界文化遺産学専攻     ２１人（後期課程） 
 
 図書館情報メディア専攻    １３７人 
                                  うち前期課程  ７４人 
                                      後期課程  ６３人 
   
  ｽｸｰﾙﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟ開発専攻     ３９人（修士課程） 
  教科教育専攻                １６０人（修士課程） 
  特別支援教育専攻             ５０人（修士課程） 
 

 

 

 

 

附 

属 

学 

校 

 

 

 

 

 
附属小学校 
 
附属中学校 
 
附属駒場中学校 
 
附属高等学校 
 
附属駒場高等学校 
 
附属坂戸高等学校 
 
附属視覚特別支援学校 

 
  ９６０人 
  学級数 ２４ 
  ６００人 
 学級数 １５ 
 ３６０人 
 学級数  ９ 
  ７２０人 
 学級数 １８ 
 ４８０人 
 学級数 １２ 
  ４８０人 
 学級数 １２ 
 ２５２人 
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附

属

学

校 

 

 

 
附属聴覚特別支援学校 
 
附属大塚特別支援学校 
 
附属桐が丘特別支援学校 
 
附属久里浜特別支援学校 
 

 学級数 ３７ 
  ２８７人 
 学級数 ４３ 
  ７６人 
 学級数 １３ 
  １４１人 
 学級数 ３１ 
  ５４人 
 学級数 １８ 
 


